持続的農業経営支援事業実施要領

第１　通則

持続的農業経営支援事業費補助金の交付については、静岡県補助金交付規則（昭和31年静岡県規則第47号）及び持続的農業経営支援事業費補助金交付要綱（令和５年４月３日付け農芸第491号経済産業部長通知。以下、「交付要綱」という。）によるほか、この実施要領の定めるところによる。

第２　事業の目的

この事業は、認定農業者及び認定新規就農者が行う、農業経営の維持・発展に向けた農業用施設、施設附帯設備及び農業用機械（以下、「農業用施設等」という。）の更新・改修に対し助成を行い、持続的な農業経営の推進を目的とする。

第３　事業の内容

農業経営の維持・発展に資する農業用施設等を整備する事業とし、具体的な内容は別表及び別紙１のとおりとする。

事業の実施基準については別記に定めるところによるものとする。

第４　事業の実施

１　事業実施主体は、持続的農業経営支援事業を行おうとするときは、持続的農業経営支援事業事業実施計画書（以下、「事業実施計画書」という。）（様式第１号）を作成し、知事に提出するものとする。

２　事業の実施期間については、交付決定日から当該年度の属する３月31日までとする。

３　事業実施計画書の成果目標については、別紙２に掲げる成果目標項目を選択して取り組むこととし、目標年度は、事業が完了した年度の翌々年とする。
４　知事は、持続的農業経営支援事業審査要領に定める審査会において協議の上、事業実施計画が適切に設定されていると認められる場合、交付対象事業の選定を行うとともに、事業実施主体に事業実施計画の承認を通知するものとする。

５　事業の着手は、原則として交付の決定に基づき行うものとする。

ただし、緊急かつやむを得ない事情にある場合には、事業の内容が的確となり、かつ、補助金の交付が確実となったときに限り、事業実施主体は、交付決定前であっても着手することができるものとする。この場合においては、事業実施主体は、交付決定までのあらゆる損失等は事業実施主体自らの責任となることを了知の上で行うものとする。なお、交付決定前に事業に着手する場合においては、事業実施主体は、別記様式第１号に定める交付決定前着手届を、知事に提出するものとする。

第５　事業実施計画の変更

事業実施主体は、本実施要領第４の４により承認を受けた事業実施計画書について、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ持続的農業経営支援事業変更計画書（様式第２号）を知事に提出し、その承認を受けるものとする。

（１）事業内容の変更

（２）成果目標の変更

（３）全体事業費の30％を超える増減

（４）補助金額の増
第６　事業実施状況の報告等

事業実施主体は、事業実施状況を持続的農業経営支援事業実施状況報告書（様式第３号）により、事業実施計画書の承認年度から目標年度において、毎年度、当該年度における事業実施状況を当該年度の翌年度の６月末日までに報告するものとする。

第７　事業の推進体制

１　事業実施主体の所在地を所管する農林事務所（以下、「所管農林事務所」という。）は、関係する市町と連携・協力し、事業実施主体の統括的な指導・監督に当たるものとする。
２　この実施要領に基づき提出すべき書類は、所管農林事務所を経由して提出するものとする。

第８　助成措置

県は、毎年度、予算の範囲内において、この事業の実施に要する経費について助成するものとする。

第９　その他

この実施要領に定めるもののほか、この事業に関し必要な事項は、知事が別に定めるものとする。

　　　附  則

この要領は、令和５年度分の補助金から適用する。

　　　附  則

この要領は、令和７年度分の補助金から適用する。

別表
	事業の区分
	事業実施主体
	採択要件
	対象経費
	補助率（額）
	事業規模

	１　農業用施設
	認定農業者又は認定新規就農者（年間の農産物販売金額がおおむね５千万円以上の大規模経営体を除く）
	１　持続的農業経営支援事業実施計画が承認されていること。

２　対象作物は、以下に掲げるいずれかを満たし、安定的な販売が見込まれる品目であること。

(1)ふじのくにマーケティング戦略に選定されているもの

(2)県が実施した首都圏市場調査の結果、市場や消費者からのニーズがあると認められるもの

(3)事業を実施する者が独自に実施した需要調査等の結果、市場や消費者からのニーズがあると認められるもの
３　事業実施主体が65歳以上の場合は、事業継承計画を策定していること。
	農業用施設の更新又は改修に要する経費
	左に掲げる経費の３分の１以内。

ただし、限度額は次のとおりとし、千円未満の端数がある場合は切捨てとする。

（１）更新する農業用施設の面積１㎡あたり７千円（メロン専用スリークォーター型ガラス温室にあっては、面積１㎡当たり15千円）又は700万円のいずれか少ない額

（２）改修する農業用施設の面積１㎡あたり２千円（メロン専用スリークォーター型ガラス温室にあっては、面積１㎡当たり５千円）又は200万円のいずれか少ない額
	総事業費が100万円以上であること。

	２　施設附帯設備
	
	
	施設附帯設備の更新又は改修に要する経費
	左に掲げる経費の３分の１以内。

ただし、300万円を限度とし、千円未満の端数がある場合は切捨てとする。
	総事業費が50万円以上であること。

	３　農業用機械
	
	
	農業用機械の更新又は改修に要する経費
	左に掲げる経費の３分の１以内。

ただし、200万円を限度とし、千円未満の端数がある場合は切捨てとする。
	総事業費が100万円以上であること。


様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　号

年 月 日
静岡県知事　氏名　様
（事業実施主体名）

○年度持続的農業経営支援事業実施計画

　持続的農業経営支援事業実施要領第４の１に基づき、別添のとおり提出します。
※ 様式第１号別添「事業実施計画書」を添付すること。

　（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名
様式第１号別添

持続的農業経営支援事業

事業実施計画書（変更事業実施計画書）

	事業実施年度
	年度

	目標年度
	年度

	事業実施主体名
	（　　　歳）

	代表者名

（法人経営の場合）
	

	住所(市町名）
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先メールアドレス
	

	農業用施設等の設置予定地
	

	対象作物
	


　　事業実施主体の概要は様式第１号別添別紙１を添付すること

１　農業経営を持続・発展するための計画の概要

（１）現状

	


（２）課題

	


（３）品目の選定理由

	ふじのくにマーケティング戦略作物
	（○を記入）



	その他の作物

・県が実施した首都圏市場調査の結果、ニーズがあると認められるもの

・事業を実施する物が独自に調査を実施した上で選定したもの
	

	（その他の作物を選択した場合は、その理由）




（４）農業経営を持続・発展するための具体的計画

	


（注）（２）の課題に対応させて記述すること。また、本事業で事業を行わなければ

ならない理由もあわせて記述すること。
２　成果目標

（１）持続的な農業経営の取組目標

	項目
	取組内容

（別紙２から選択）
	共済加入（予定）日、

認証取得（予定）日等
	ポイント

	災害リスク対応
	
	年　月　日
	

	減収リスク対応
	
	年　月　日
	

	事業継続の取組
	
	年　月　日
	

	第三者認証の取得
	
	年　月　日
	

	環境保全型農業
	
	年　月　日
	

	計（A）
	


（２）導入設備の効果

	導入効果

（別紙２から選択）
	現状値

(○年度)
	目標値

(目標年度)
	増減率等
	ポイント

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計（B）
	

	総計（（A）＋（B））
	


	導入効果と目標値等の設定の考え方
	目標値を達成するための取組

	
	


（注）導入効果と目標値等の設定の考え方には、現状値の設定の考え方を併せて記入すること。（例：直近値の５年中３年平均、県（全国）の平均値、取組が未実施の場合の理論値により算出等）

３　現状分析・将来予測

（１）生産・販売（現状及び目標）

	項目
	現状(実績)

	
	前々年度

（○年度）
	前年度

（○年度）
	現状

（○年度）
	３ヶ年平均

	生産量(kg)
	
	
	
	

	単価(円/kg)
	
	
	
	

	販売額(円)
	
	
	
	


	項目
	目　標
	備考

	
	１年後

(事業実施年度)
(○年度)
	２年後

(○年度)
	目標値

(目標年度)
	

	生産量(kg)
	
	
	
	

	単価(円/kg)
	
	
	
	

	販売額(円)
	
	
	
	


（注）事業実施対象となる施設単位での数値を記入した場合は、備考欄に「○棟あたり」と記入すること。

（２）経営収支（現状及び目標）

　様式第１号別添別紙２を添付すること

４　事業計画の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	事業の区分
	事業量

（規模・能力・数量等）
	総事業費
	負担区分（円）
	備考

	
	
	
	県費補助金
	その他
	

	
	
	
	
	
	


	着手（予定）年月日
	しゅん工（予定）年月日

	
	


５　導入する農業用施設等の利用計画

	品目名、

作型等
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	
	
	
	
	
	
	

	
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	


６　添付書類

（１）共通

ア　認定農業者又は認定新規就農者であることを証明する書類及び直近の農業経営改善計画の写し

イ　持続的な農業経営の取組内容が確認できる書類（農業共済等の加入書等の写し、ＧＡＰ等の認定書の写し等）

ウ　目標値の現状値が確認できる書類

エ　導入の効果が確認できる書類（メーカーカタログ、みどりの食料システム法に基づく認定等の書類、研究所等の調査結果等）

オ　直近３年間の決算書

カ　その他必要な資料

（２）農業用施設

ア　位置図（１万分の１～２万５千分の１程度）

①本事業で導入する施設の設置場所を位置図に図示し、農業振興地域の農用

地区域内であることを図示すること。

②都市計画区域の場合は、市街化区域及び生産緑地を図示すること。

イ　導入施設の設置場所周辺の見取図及び配置図

ウ　事業費の積算及び内容が確認できるもの（農業用施設の設計書、計画設計図（立面図、平面図等）、見積書及びカタログ等）

エ　施設の耐風速、耐積雪の構造計算書

（３）施設附帯設備、農業用機械

ア　事業費の積算及び内容が確認できるもの（見積書及びカタログ等）

様式第１号別添別紙１

事業実施主体の概要（　　年度）

１　農業従事者

(１)個人の場合（単位：人、日）

	家族人数
	うち農業従事者数
	雇用日数（延べ日数）

	
	
	


（注）家族人数には本人を含む。雇用日数はパート等も含め８時間を１日とする。

	後継者の有無
	
	後継者の年齢
	
	就農（予定）年月
	


（２）法人の場合（単位：人、日）

	農業従事者数
	雇用日数(延べ日数)

	
	


	法人形態
	設立年
	役員

（常時従事者数）
	常時雇用

（社員人数）
	常時雇用

（パート人数）
	臨時雇用

（延べ人日）

	
	
	
	
	
	


２　作物別作付面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	作物の種類
	
	
	
	合計

	作付面積
	
	
	
	


様式第１号別添別紙２

経営収支（現状及び目標）（個人用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　目
	現　状
	１年後
	２年後
	目標年度

	
	（○年度)
	(事業完了年度)
	（○年度）
	（○年度）

	収入
	①農産物販売金額　計
	
	
	
	

	
	　
	うち○○
	
	
	
	

	
	
	うちその他品目
	
	
	
	

	
	②その他収入
	
	
	
	

	
	③収入　計（①+②）
	
	
	
	

	経費
	④経費　計
	
	
	
	

	
	　
	⑤雇人費(専従者給与は含めない)
	
	
	
	

	
	
	　減価償却費
	
	
	
	

	
	
	　その他経費
	
	
	
	

	
	⑥経費から差し引く果樹牛馬等の育成費用
	
	
	
	

	
	⑦費用　計　（④－⑥）
	
	
	
	

	所得（③－⑦）
	
	
	
	

	　　　付加価値額　（③－⑦+⑤）
	
	
	
	


経営収支（現状及び目標）（法人用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　目
	現　状
	１年後
	２年後
	目標年度

	
	（○年度)
	(事業完了年度)
	（○年度）
	（○年度）

	収入
	①農産物売上　計
	
	
	
	

	
	　
	うち○○
	
	
	
	

	
	
	うちその他品目
	
	
	
	

	
	②その他収入
	
	
	
	

	
	　
	③うち雑収入（補助金）
	
	
	
	

	
	　
	うちその他収入
	
	
	
	

	
	④収入　計（①+②）
	
	
	
	

	経費
	⑤売上原価・販売費・一般管理費　計
	
	
	
	

	
	　
	⑥人件費
	
	
	
	

	
	
	　減価償却費
	
	
	
	

	
	
	　その他経費
	
	
	
	

	
	⑦営業外経費
	
	
	
	

	
	⑧費用　計　（⑤＋⑦）
	
	
	
	

	経常利益（④－⑧）
	
	
	
	

	　　　付加価値額　（①＋③－⑤+⑥）
	
	
	
	


（注）

・個人用様式の①農産物販売金額及び法人用様式の①農産物売上の内訳は、本事業の対象となる品目とその他の品目に区分して計上できる場合は、行を分けて記載すること。

・設定した導入効果に関連しており、区分計上できる科目については、行を追加して内訳を記入すること。（例：「肥料費」「燃料費」など）

・同様の内容の確認が可能な別様式、青色申告決算書、収支内訳書又は決算報告書等の写しを添付した場合は、これをもってこの様式に代えることができる。

様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

第　　号

年 月 日
静岡県知事　氏名　様
（事業実施主体名）

○年度持続的農業経営支援事業変更計画書
　○年○月○日付け○○第○号で事業計画の承認を受けた持続的農業経営支援事業事業実施計画を下記のとおり変更したいので、持続的農業経営支援事業実施要領第５に基づき、関係書類を添えて提出します。
記

１　変更理由書

	変更区分
	変更箇所
	変更理由

	
	
	


（注）１　変更区分は本要領第５に掲げる変更の区分を記入すること。

２　変更箇所は当初計画と変更計画を対比して具体的に変更箇所を記入すること。

３　変更理由は具体的に記入すること。

２　変更計画の内容

　（注）様式第１号別添「変更事業実施計画書」を添付すること。

当該変更に係る部分については、その上段に当初計画を括弧書きし、変更箇所がない項目についても記入すること｡

様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　号

年 月 日
静岡県知事　氏名　様
（事業実施主体名）

○年度持続的農業経営支援事業実施状況報告書

　持続的農業経営支援事業実施要領第６に基づき、別添のとおり報告します。
※ 様式第３号別添「持続的農業経営支援事業実施状況報告書」を添付すること。
　（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名
様式第３号別添(用紙　日本産業規格Ａ４縦型)

　　年度

持続的農業経営支援事業

実施状況報告書

	計画認定年度
	年度

	事業実施年度
	年度

	目標年度
	年度

	事業実施主体名
	

	代表者名

（法人経営の場合）
	

	農業用施設等の所在地
	

	対象作物
	


１　事業実施主体の成果目標の状況

（１）持続的な農業経営の取組目標

	項目
	取組内容

（別紙２から選択）
	共済加入日、

認証取得日等

	災害リスク対応
	
	年　月　日

	減収リスク対応
	
	年　月　日

	事業継続の取組
	
	年　月　日

	第三者認証の取得
	
	年　月　日

	環境保全型農業
	
	年　月　日


（注）計画申請時に予定日を記入した項目について記載すること。

（２）導入設備の効果

	導入効果
	事業実施後の状況
（上段目標、中段実績、下段達成率）

	
	計画時

(○年度)
	１年後

(事業完了年度)
	２年後

(○年度)
	目標年度

(○年度)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）「事業実施後の状況」の欄については、上段に事業実施計画書で記入した現状及び目標値の数値を記載するとともに、中段に事業実施後の数値、下段に達成率を記載すること。

２　事業の実施効果及び評価

	成果目標の達成率に対する評価
	事業の効果、事業実施後の課題、改善方策

（改善の必要がある場合）

	
	


（注）成果目標の達成率に対する評価欄は、事業実施後における現状と事業の総合評価を幅広く数値等も交えて、具体的に記載すること。なお、成果目標の達成状況を踏まえた評価も併せて記載すること。

３　事業概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	事業内容
	事業量
	総事業費
	負担区分（円）
	しゅん工

年月日

	
	
	
	県費補助金
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	備考


４　添付資料

(1)様式第１号別添別紙２「経営収支」

(2)事業実施後の農業用施設等の状況が確認できる写真
(3)認定農業者又は認定新規就農者であることを証明する書類（計画申請時に取得見込みだった者）
別記

持続的農業経営支援事業の実施基準

第１　事業実施計画等について

　１　事業の採択要件

別表の事業実施主体の欄の「農産物販売金額」は、事業実施主体の主たる品目の５中３年の実績額（５年分の実績がない場合は、直近３年以内の実績額）の平均により算出する。
　２　補助対象となる事業内容

（１）農業生産に必須かつ事業実施主体が自らの経営において使用するために整備するものであること。

（２）従前の農業用施設等は耐用年数が経過したものであること。

（３）以下の経費は補助対象外とする。

　ア　事業申請時に既に実施済みの事業の経費

　イ　国又は県による他の補助金を受けた（又は受ける予定の）経費
　ウ　農業以外の目的に使用可能な汎用性の高いもの（事務所、倉庫、運搬用トラック、フォークリフト、ショベルローダー、バックホー、ドローン等）の導入に係る経費（ただし、フォークリフト、ショベルローダー、バックホー、ドローンにおいては、農業経営において真に必要であり、導入後の適正利用が確実と見込まれる場合は補助対象とする。）

　エ　消耗品及び毎年度必要となる資材の購入に係る経費
　オ　経費の根拠が不明確で履行確認ができない取組に係る経費
　カ　従前の農業用施設等の撤去または処分に係る経費（ただし、自力施工が困難な農業用施設及び施設附帯設備の撤去および処分に要する経費を除く。）
　キ　中古資材、中古農業用機械等の導入に係る経費（農業用機械メーカー等による査定で、残存耐用年数が５年以上かつ新品に比べ同程度の能力等を有すると認められた物を除く。）

　ク　施設整備に伴う用地の買収又は賃貸に要する経費、補償費及び造成等に要する経費

　ケ　施工業者等への振込手数料

　２　事業の実施にあたっての留意点

（１）生産規模や事業計画に対し過剰な投資とならないよう留意し、事業費の低減に努めること。

（２）資材等の処分に伴う収益が発生した場合は、事業の実施に必要な金額から当該収益に相当する金額を差し引いた金額を補助対象事業費とすること。

（３）補助事業等により取得した設備を処分する場合、交付要綱第５の（３）に定める知事の処分制限期間内の設備にあっては、財産処分の手続きを事前に行うこと。

（４）更新事業を行う場合は、従前の農業用施設等を処分し、証拠書類（廃車証明、工事完了届、領収書等）を実績報告の際に添付すること。

（５）本事業の実施に伴い農業用プラスチックフィルムを廃棄する場合は、その処理対策を各実施計画に明記すること

（６）事業実施主体は、当該事業により整備された農業用施設等を常に良好な状態で管理し、目的に即して最も効率的な運用を図ること。

第２　事業の実施について

１　事業の施行

（１）交付決定後、着手前に入札又は見積もり合わせ等を行い、事業費の低減を図ること。

（２）請負工事の実施にあたっては、契約書を締結すること。ただし、150万円未満の場合は、印紙を貼った請書等を事業実施主体が受理し、これに代えることができる。

２　会計経理

（１）補助対象事業費の経理は、他の経費と区分して行うものとする。

（２）事業費の支払は、工事請負人等からの支払請求等に基づき、出来高を確認の上行うものとし、その都度領収書を受領しておくこと。

（３）金銭の出納は、金融機関の預金口座等により行い、支払は原則銀行振込で行うこと。

（４）領収書等金銭の出納に関する書類は、日付順に整理し、処理の顛末を明らかにしておくこと。

３　関係書類の整理

事業実施主体は、事業の実施に係る次に掲げる関係書類等を、処分制限期間が経過するまで整理保存しておくものとする。
（１）事業実施計画書、事業実施計画承認通知、事業実施状況報告書等の計画関係の往復文書と、事業目標、実績数値等のバックデータ

（２）交付申請から実績報告に至るまでの申請書類、交付決定通知等の往復文書

（３）入札（見積り合せ）関係書類、契約書、請負契約書、現場写真等の施工関係書類

（４）請求書、入出金伝票、領収書等の金銭出納関係の証拠書類

別紙１

	事業内容
	補助対象内容
	補助対象経費

	１　農業用

施設
	（１）農業用ハウス（ハウスの種類は問わない。育苗用を含む）

（２）貯蔵庫

（３）家畜飼養管理施設（肉用牛舎、乳用牛舎、一般豚舎、分娩豚舎、ウインドレス鶏舎）

（４）茶工場

（５）堆肥舎

（６）その他生産に必須と知事が認めるもの
	農業用施設の更新又は改修に要する次に掲げる経費

（１）農業用施設の再整備

（２）農業用ハウスの被覆資材の交換、補修（概ね10年以上展張可能な硬質フィルム又はガラスを対象とする）

（３）パイプ等の交換、補修

（４）上記に掲げる取組を行う場合の請負施工に要する経費

（５）上記の取組に必要な資材の購入に要する経費（自力施工が可能な場合に限る）

	２　施設

附帯設備
	（１）冷暖房設備

（２）換気設備

（３）立体栽培設備

（４）隔離ベッド栽培設備

（５）根域制限栽培設備

（６）養液栽培設備

（７）灌水施肥設備

（８）給水設備

（９）複合環境制御設備

（10）予冷庫

（11）飼料給与関係機械

（12）家畜飼養管理機械

（13）搾乳関係機械

（14）衛生管理高度化機械

（15）茶製造機械

（16）その他生産に必須と知事が認めるもの
	（１）１に定める農業用施設に附帯する、左に掲げる設備の更新又は改修に要する経費

（２）（１）の取組に必要な資材の購入に要する経費（自力施工が可能な場合に限る）

	３　農業用
機械
	（１）栽培管理用機械（トラクター、アタッチメント、播種機、定植機、移植機、収穫機、摘採機、防除機、堆肥散布機等）

（２）その他生産に必須と知事が認めるもの
	左に掲げる農業用機械の更新又は改修に要する経費


別紙２

成果目標

１　持続的な農業経営の取組（複数選択可）

	項目
	取組内容
	ポイント

	災害リスク対応
	以下のいずれかに取り組んでいること。

・農業共済（農作物共済、園芸施設共済等）、建物更生共済等への加入

・家畜防疫互助支援事業への加入

・農業版事業継続計画（BCP）の策定
	１

	減収リスク対応
	以下のいずれかに加入していること。

・収入保険等

・施設園芸等燃料価格高騰対策（施設園芸セーフティネット構築事業又は茶セーフティネット構築事業）

・配合飼料価格安定制度
	１

	事業継続の取組
	以下のいずれかに取り組んでいること。

・経営継承計画の策定

・法人設立に向けた準備事項チェックリストの策定

・法人化に向けた専門家派遣

・就業規則の整備又は家族経営協定の締結

・農林事務所が開催する「農業経営戦略講座」又は「青年農業者セミナ－」への参加
	１

	第三者認証の取得
	以下のいずれかを取得していること。

・国際水準GAP（JGAP、ASIAGAP、GLOBALG.A.P.）

・花き産業総合認証

・花き日持ち性向上生産管理基準認証

・農場HACCP認証
	１

	環境保全型農業
	以下のいずれかに取り組んでいること。

・エコファーマー認定等の取得

・有機JAS認証の取得

・特別栽培農産物の認証
・エコフィード利用畜産物認証の取得
	１


　注）事業完了年度に取り組む見込みのある項目を含む。

２　導入設備の効果（いずれかを２つ以内で選択）

	品目
	導入効果基準及びポイント

	
	
	７ポイント
	５ポイント
	３ポイント
	１ポイント

	稲
	１等比率を６％以上増加
	8以上
	7以上
	6以上
	現状値より改善

	
	下位等級指数を10％以上削減
	30以上
	20以上
	10以上
	現状値より改善

	
	10aあたり物財費を１％以上削減
	4以上
	2以上
	1以上
	現状値より改善

	麦
	加工適性試験において、総合評価の合計点が0.4％以上増加
	1.2以上
	0.8以上
	0.4以上
	現状値より改善

	
	１等比率を５％以上増加
	10以上
	7.5以上
	5以上
	現状値より改善

	
	下位等級指数を10％以上削減
	30以上
	20以上
	10以上
	現状値より改善

	
	単収を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	豆類

（大豆、雑豆、落花生）
	上位等級比率を15％以上向上
	25以上
	20以上
	15以上
	現状値より改善

	
	下位等級指数を10％以上削減
	30以上
	20以上
	10以上
	現状値より改善

	
	単収が２％以上増加
	6以上
	4以上
	2以上
	現状値より改善

	いも類
	販売数量を３％以上増加
	7以上
	5以上
	3以上
	現状値より改善

	
	10a当たり収量が２％以上増加
	6以上
	4以上
	2以上
	現状値より改善

	
	労働生産性を2.6％以上向上
	7.8以上
	5.2以上
	2.6以上
	現状値より改善

	
	生産・製造コストを２％以上削減
	6以上
	4以上
	2以上
	現状値より改善

	茶
	産物販売単価指数を５％以上増加（平均販売単価/荒茶の全茶種全国平均価格＊100）
	14以上
	9以上
	5以上
	現状値より改善

	
	取引単価補正指数を１％以上増加（取引単価/荒茶の全茶種全国平均価格＊100）
	7以上
	4以上
	1以上
	現状値より改善

	
	下級茶歩留指数を10％以上低減（荒茶平均販売単価未満の荒茶の生産量/荒茶生産量*100）
	27以上
	18以上
	10以上
	現状値より改善

	
	産物１kg当たり労働時間を２％以上低減（産物の生産・加工等に要する労働時間）
	6以上
	4以上
	2以上
	現状値より改善

	果樹
	上位規格品（大きさ、外観品質、内部品質）の割合を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	
	全出荷量に占めるブランド品（明確な基準、根拠があるもの）の割合を１％以上増加
	5以上
	3以上
	1以上
	現状値より改善

	
	10a当たり収量を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	
	単位収量当たり労働時間を５％以上縮減
	19以上
	12以上
	5以上
	現状値より改善

	
	生産コスト（単位面積又は単位収量当たりの費用合計）を５％以上削減
	13以上
	9以上
	5以上
	現状値より改善

	
	総合防除に取り組むことにより病害虫による被害を軽減した面積が５％以上増加
	20以上
	10以上
	5以上
	現状値より改善

	野菜
	全出荷量に占める上位規格品等（大きさ、外観品質、内部品質、他との差別化により有利販売を図ったもの（明確な基準、根拠があるもの））の割合を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	
	10a当たり収量を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	
	単位収量当たりの労働時間を５％以上縮減
	21以上
	11以上
	5以上
	現状値より改善

	
	生産コスト（単位面積又は単位収量当たりの費用合計）を５％以上縮減
	13以上
	9以上
	5以上
	現状値より改善

	
	総合防除に取り組むことにより病害虫による被害を軽減した面積が５％以上増加
	20以上
	10以上
	5以上
	現状値より改善

	花き
	上位規格品（大きさ、外観品質）の割合を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	
	10a当たり収量を３％以上増加
	9以上
	6以上
	3以上
	現状値より改善

	
	生産コスト（単位面積当たりの費用合計）を５％以上縮減
	13以上
	9以上
	5以上
	現状値より改善

	
	総合防除に取り組むことにより病害虫による被害を軽減した面積が５％以上増加
	20以上
	10以上
	5以上
	現状値より改善

	畜産
	農場排水１リットル当たりの硝酸性窒素等を現状値から55％以上低減
	65以上
	60以上
	55以上
	現状値より改善

	
	臭気指数を現状から11％以上低減
	22以上
	17以上
	11以上
	現状値より改善

	
	家畜改良増殖目標又は鶏の改良増殖目標に示された目標数値のうち、80％以上達成
	100以上
	90以上
	80以上
	現状値より改善

	酪農
	生乳100kg当たり労働時間を9％以上削減
	17以上
	13以上
	9以上
	現状値より改善

	
	分娩間隔日数を0.2％以上短縮
	0.6以上
	0.4以上
	0.2以上
	現状値より改善

	
	生乳100kg当たり生産コストを８％以上削減
	11以上
	9以上
	8以上
	現状値より改善

	肉用牛
	肥育における出荷生産物に占めるA4,A5等級の割合が0.6％以上増加
	1.0以上
	0.8以上
	0.6以上
	現状値より改善

	
	繁殖にあっては子牛１頭当たり、肥育にあっては肥育牛１頭当たりの労働時間を12％以上削減
	19以上
	15以上
	12以上
	現状値より改善

	
	繁殖にあっては子牛１頭当たり、肥育にあっては肥育牛１頭当たりの生産コストを７％以上削減
	11以上
	9以上
	7以上
	現状値より改善

	養豚
	肥育豚における出荷生産物のうち「上」に格付けされる割合が1.5％以上増加
	2.5以上
	2.0以上
	1.5以上
	現状値より改善

	
	肥育豚又は繁殖豚１頭当たり労働時間を13％以上削減
	18以上
	15以上
	13以上
	現状値より改善

	
	養豚における事故率（（分娩頭数－出荷頭数）/分娩頭数）を24％以上低減
	40以上
	32以上
	24以上
	現状値より改善

	
	肥育豚１頭当たり生産コストを６％以上削減
	8以上
	7以上
	6以上
	現状値より改善

	養鶏

（ブロイラー）
	肉用鶏飼養におけるブロイラー100羽当たり、種鶏場は種鶏100羽当たり、ふ卵場は種卵100個当たりの労働時間を13％以上削減
	18以上
	15以上
	13以上
	現状値より改善

	
	肉用鶏飼養におけるブロイラー100羽当たり、種鶏場は種鶏100羽当たり、ふ卵場は種卵100個当たりの生産コストを８％以上削減
	13以上
	11以上
	8以上
	現状値より改善

	養鶏

（採卵鶏）
	採卵鶏における年間産卵量、種鶏場は種卵の年間生産量、ふ卵場は初生ひなの年間生産量が0.25％以上増加
	0.65以上
	0.45以上
	0.25以上
	現状値より改善

	
	採卵鶏100羽当たり、種鶏場は種鶏100羽当たり、ふ卵場は種卵100個当たりの労働時間が13％以上削減
	18以上
	15以上
	13以上
	現状値より改善

	
	採卵鶏100羽当たり、種鶏場は種鶏100羽当たり、ふ卵場は種卵100個当たりの生産コストが８％以上削減
	13以上
	10以上
	8以上
	現状値より改善

	飼料
	組織の飼料収穫・収集・受託面積・放牧面積の割合が５％以上増加
	15以上
	10以上
	5以上
	現状値より改善

	
	労働時間を４％以上削減
	12以上
	8以上
	4以上
	現状値より改善

	
	家畜１頭当たりの労働時間を９％以上削減
	17以上
	13以上
	9以上
	現状値より改善

	
	飼料コスト（濃厚飼料相当の飼料購入費）を１％以上削減
	3以上
	2以上
	1以上
	現状値より改善

	
	濃厚飼料中の未利用資源の利用率が６％以上拡大
	10以上
	8以上
	6以上
	現状値より改善

	全品目
	堆肥等の施用面積の割合を５％以上増加
	20以上
	15以上
	5以上
	現状値より改善

	
	環境保全型農業（有機除く）に取り組む面積の割合を１％以上増加
	15以上
	10以上
	1以上
	現状値より改善

	
	単収を８％以上増加
	13以上
	10.5以上
	8以上
	現状値より改善

	
	10a当たりの生産コスト（費用合計）を５％以上削減
	11以上
	8以上
	5以上
	現状値より改善

	
	化石燃料由来の単位面積当たりの温室効果ガス排出量を30％以上削減
	40以上
	35以上
	30以上
	現状値より改善

	
	上記以外の取組で、本事業の趣旨に照らし特に必要と認められる場合で、事業効果が明らかなもの
	
	
	
	現状値より改善


別記様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　号

年 月 日
静岡県知事　氏名　様
（事業実施主体名）

○年度持続的農業経営支援事業交付決定前着手届
　○年○月○日付け○○第○号で承認された下表の事業について、下記条件を了承の上、補助金交付決定前に着手等をしたいので、届け出ます。
記

１　交付決定を受けるまでの間に生じたあらゆる損失は、事業実施主体が負担すること。

２　交付決定を受けた補助金額が交付申請額または交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。

３　当該事業については、着手等から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。

	事業内容

（施設区分・構造・能力等）
	事業量

（面積・基数・台数等）
	事業費

（円）
	着手予定

年月日
	完了予定

年月日
	理　由
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